
民間職業仲介事業所に関する条約（第 181 号）（抄） 

※日本は 1999 年７月 28日に批准 

 

 （前略）労働市場が柔軟に機能することの重要性を認識し、（中略）同条約（注 1949 年

の有料職業紹介所条約）が採択された時に一般的であった状況と比較して、民間職業仲介

事業所の運営を取り巻く環境が大きく異なっていることを考慮し、適切に機能する労働市

場において民間職業仲介事業所が果たし得る役割を認識し、労働者を不当な取扱いから保

護することの必要性を想起し、労使関係制度を適切に機能させるために必要な要素として

結社の自由の権利を保障すること並びに団体交渉及び社会的対話を促進することの必要性

を認識し、（中略）次の条約を 1997 年 6 月 19 日に採択する。 

 

第一条 

１ この条約の適用上、「民間職業仲介事業所」とは、公の機関から独立した自然人又は法

人であって、労働市場における次のサービスの一又は二以上を提供するものをいう。 

 (a) 求人と求職とを結び付けるためのサービスであって、民間職業仲介事業所がその結

果生ずることのある雇用関係の当事者とならないもの 

 (b) 労働者に対して業務を割り当て及びその業務の遂行を監督する自然人又は法人であ

る第三者（以下「利用者企業」という。）の利用に供することを目的として労働者を雇

用することから成るサービス 

 (c) 情報の提供等求職に関連する他のサービスであって、特定の求人と求職とを結び付

けることを目的とせず、かつ、権限のある機関が最も代表的な使用者団体及び労働者

団体と協議した上で決定するもの 

２ この条約の適用上、「労働者」とは、求職者を含む。 

３ この条約の適用上、「労働者の個人情報の処理」とは、特定の又は特定し得る労働者に

関する情報の収集、保管、組合せ、伝達その他の取扱いをいう。 

 

第二条 

１ この条約は、すべての民間職業仲介事業所について適用する。 

２ この条約は、すべての種類の労働者及びすべての部門の経済活動について適用する。

ただし、船員の募集及び職業紹介については適用しない。 

３ この条約の目的は、その規定の枠組みの中において、民間職業仲介事業所の運営を認

め及びそのサービスを利用する労働者を保護することにある。 

４ 加盟国は、関係のある最も代表的な使用者団体及び労働者団体と協議した上で、次の

ことを行うことができる。 

 (a) 特定の状況の下で、特定の種類の労働者又は特定の部門の経済活動について民間職

業仲介事業所が前条１に規定するサービスの一又は二以上を提供することを禁止する

こと。 

 (b) 特定の状況の下で、この条約の全部又は一部の規定の適用を特定の部門の経済活動

又はその一部に従事する労働者について除外すること。ただし、関係する労働者に対

して十分な保護が確保されている場合に限る。 

５ （略） 

参考資料１ 



 

第三条 

１ 民間職業仲介事業所の法的地位については、国内法及び国内慣行に従い並びに最も代

表的な使用者団体及び労働者団体と協議した上で決定する。 

２ 加盟国は、許可又は認可の制度により、民間職業仲介事業所の運営を規律する条件を

決定する。ただし、そのような条件が適当な国内法及び国内慣行によって別途規制され

又は決定されている場合は、この限りでない。 

 

第七条 

１ 民間職業仲介事業所は、労働者からいかなる手数料又は経費についてもその全部又は

一部を直接又は間接に徴収してはならない。 

２ 権限のある機関は、関係する労働者の利益のために、最も代表的な使用者団体及び労

働者団体と協議した上で、特定の種類の労働者及び民間職業仲介事業所が提供する特定

の種類のサービスについて１の規定の例外を認めることができる。 

３ ２の規定に基づいて例外を認めた加盟国は、国際労働機関憲章第二十二条の規定に基

づく報告において、その例外についての情報を提供し及びその理由を示す。 

 

第八条 

１ 加盟国は、最も代表的な使用者団体及び労働者団体と協議した上で、民間職業仲介事

業所が自国の領域内で募集し又は紹介した移民労働者に対し十分な保護を与え及び当該

移民労働者の不当な取扱いを防止するため、自国の管轄内で、適当な場合には他の加盟

国と協力して、すべての必要かつ適当な措置をとる。この措置には、制裁（詐欺行為又

は不当な取扱いを行う民間職業仲介事業所の活動の禁止を含む。）を定める法令を含める。 

２ 労働者がいずれかの国で労働するために他の国において募集される場合には、関係す

る加盟国は、募集、職業紹介及び雇用における不当な取扱い及び詐欺行為を防止するた

め相互に協定を締結することを考慮する。 

 

第九条 

 加盟国は、民間職業仲介事業所が児童労働を利用せず及び提供しないことを確保するた

めの措置をとる。 

 

第十三条 

１ 加盟国は、国内法及び国内慣行に従い並びに最も代表的な使用者団体及び労働者団体

と協議した上で、公共職業安定組織と民間職業仲介事業所との間の協力を促進するため

の条件を策定し、確立させ及び定期的に検討する。 

２～４ （略） 


